
平成 16年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 25日

上 場 会 社 名 　フジ日本精糖株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 2114 本社所在都道府県　　東京都

（ ＵＲＬ　http://www.fnsugar.co.jp )

代 表 者 　役職名 代表取締役社長 氏名　渡辺彰三

問合せ先責任者 　役職名 執行役員管理本部副本部長 氏名　江口　達夫 TEL (03) 3667 - 7811
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 25日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　    平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績     （百万円未満切捨て）

百万円 ％ ％ 百万円 ％
15年 9月中間期 5,776 △ 4.2 340.9 322 395.8
14年 9月中間期 6,028 97.1 － 64 －
15年 3月期 11,678 217

百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 △ 357 －
14年 9月中間期 △ 50 －
15年 3月期 △ 19
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期   28,959,142 株   14年 9月中間期  29,443,240 株   15年 3月期  29,301,532 株
    ②会計処理の方法の変更　　 無
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 9月中間期 0.00 －
14年 9月中間期 0.00 －
15年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 14,470 68.7 344.06
14年 9月中間期 13,588 75.3 349.54
15年 3月期 12,595 80.3 348.20
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期 　28,878,814 株　14年 9月中間期   29,291,043 株　15年 3月期  　29,031,532 株

 　 ②期末自己株式数　　15年 9月中間期 　   869,386 株　14年 9月中間期 　   457,157 株　15年 3月期     　716,668 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 11,500 △ 350 6.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             △12 円 12 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
  今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 営　業　利　益
百万円

285
64

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

171

△ 12.34
△ 1.71
△ 0.94

 ( 当 期 ） 純 利 益

9,935
10,238
10,116

400
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 中間貸借対照表  
 

 
前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 金額(千円) 
構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

   現金及び預金  1,656,326   2,251,475   1,951,584  

   受取手形  64,842   25,705   47,950  

   売掛金  854,268   583,759   749,695  

   有価証券  21,778   21,780   21,779  

   たな卸資産  1,641,157   1,267,834   1,284,413  

   未収還付法人税等  118,594   ―   5,238  

   その他  962,655   744,170   354,224  

   貸倒引当金  △22,054   △23,672   △22,001  

   流動資産合計  5,297,569 39.0  4,871,053 33.7  4,392,882 34.9 

Ⅱ 固定資産          

   有形固定資産          

    建物  832,691   907,275   804,988  

    機械及び装置  1,206,434   1,543,716   1,170,130  

    土地  1,461,801   1,461,166   1,461,801  

    その他  272,388   227,904   284,569  

計  3,773,315 27.8  4,140,061 28.6  3,721,489 29.6 

   無形固定資産  347,493 2.5  350,281 2.4  344,085 2.7 

   投資その他の資産          

    投資有価証券  1,872,238   2,343,741   1,718,865  

    関係会社株式  1,131,075   1,738,487   1,113,292  

    長期貸付金  1,051,057   1,101,585   1,096,785  

    その他  935,670   590,263   951,361  

    貸倒引当金  △819,941   △665,473   △743,391  

計  4,170,101 30.7  5,108,605 35.3  4,136,914 32.8 

   固定資産合計  8,290,910 61.0  9,598,948 66.3  8,202,489 65.1 

   資産合計  13,588,480 100.0  14,470,001 100.0  12,595,372 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

区分 金額(千円) 
構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

   買掛金  932,699   259,282   211,802  

   短期借入金  750,674   881,386   850,683  

   未払法人税等  2,956   98,816   4,933  

   賞与引当金  84,146   75,369   82,088  

   工場閉鎖損失引当金  ―   822,362   ―  

   その他  901,065   913,624   565,419  

   流動負債合計  2,671,542 19.7  3,050,841 21.1  1,714,928 13.6 

Ⅱ 固定負債          

   長期借入金  17,598   582,084   17,254  

   退職給付引当金  344,208   467,639   417,556  

   役員退職慰労引当金  42,260   49,650   51,910  

   預り保証金  274,601   383,801   277,029  

   固定負債合計  678,668 5.0  1,483,175 10.2  763,749 6.1 

   負債合計  3,350,210 24.7  4,534,017 31.3  2,478,677 19.7 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金  1,524,460 11.2  1,524,460 10.5  1,524,460 12.1 

Ⅱ 資本剰余金          

   資本準備金  2,366,732   2,366,732   2,366,732  

   資本剰余金合計  2,366,732 17.4  2,366,732 16.4  2,366,732 18.8 

Ⅲ 利益剰余金          

   利益準備金  334,865   334,865   334,865  

   任意積立金  5,670,000   5,470,000   5,670,000  

   中間(当期)未処分利益 
   又は中間未処理損失(△)  193,120   △115,484   223,797  

   利益剰余金合計  6,197,985 45.6  5,689,380 39.3  6,228,662 49.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  236,321 1.7  516,562 3.6  124,598 1.0 

Ⅴ 自己株式  △87,230 △0.6  △161,150 △1.1  △127,759 △1.0 

   資本合計  10,238,269 75.3  9,935,984 68.7  10,116,694 80.3 

   負債資本合計  13,588,480 100.0  14,470,001 100.0  12,595,372 100.0 
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 中間損益計算書  
 

            
 

 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 金額(千円) 
百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高  6,028,397 100.0  5,776,506 100.0  11,678,910 100.0 

Ⅱ 売上原価  4,811,832 79.8  4,460,128 77.2  9,287,488 79.5 

   売上総利益  1,216,564 20.2  1,316,378 22.8  2,391,421 20.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,151,722 19.1  1,030,475 17.9  2,219,558 19.0 

   営業利益  64,842 1.1  285,902 4.9  171,863 1.5 

Ⅳ 営業外収益          

   受取利息 11,480   5,429   21,889   

   その他 35,639 47,120 0.8 44,119 49,548 0.9 65,132 87,022 0.8 

Ⅴ 営業外費用          

   支払利息 2,222   2,894   4,454   

   その他 44,751 46,973 0.8 10,318 13,212 0.2 36,965 41,419 0.4 

経常利益  64,989 1.1  322,237 5.6  217,466 1.9 

Ⅵ 特別利益  2,222 0.0  124,084 2.1  87,036 0.7 

Ⅶ 特別損失  151,712 2.5  896,018 15.5  282,786 2.4 

   税引前中間純損失 
   (△)又は税引前当 
   期純利益 

 △84,500 △1.4  △449,695 △7.8  21,716 0.2 

   法人税、住民税及び 
   事業税 2,031   103,948   10,943   

   還付法人税 10,727   ―   10,727   

   法人税等調整額(△貸方) △25,327 △34,024 △0.6 △196,350 △92,402 △1.6 41,300 41,516 0.4 

   中間(当期) 
   純損失(△)  △50,476 △0.8  △357,293 △6.2  △19,799 △0.2 

   前期繰越利益  243,597   241,808   243,597  

   中間(当期)未処分 
利益又は中間未処 
理損失(△) 

 193,120   △115,484   223,797  

          

 

 



ファイル名:016-個別PL、財務諸表、表示、追加情報.doc 更新日時:2003/11/19 22:09 印刷日時:03/11/19 22:10 

 5

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
 イ 子会社株式及び関連

会社株式 
    移動平均法による

原価法によってお
ります。 

(1) 有価証券 
 イ 子会社株式及び関連

会社株式 
同左 

(1) 有価証券 
 イ 子会社株式及び関連

会社株式 
同左 

  ロ その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に

より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定)によ
っております。 

 ロ その他有価証券 
   時価のあるもの 

同左 

 ロ その他有価証券 
   時価のあるもの 
    期末日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は、全
部資本直入法によ

り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)によっ
ております。 

    時価のないもの 
    移動平均法による

原価法によってお
ります。 

   時価のないもの 
同左 

   時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
  商品、製品、原料、未
着原料及び仕掛品は先入
先出法、貯蔵品は移動平
均法による原価法によっ
ております。 

(2) たな卸資産 
同左 

(2) たな卸資産 
同左 

 (3) デリバティブ 

  時価法によっておりま
す。 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
  平成10年４月１日以降
に取得した建物(附属設
備を除く)については定
額法、その他の有形固定
資産については定率法に
よっております。 

  なお、主な耐用年数
は、以下のとおりであり
ます。 

 建物     ３～50年 
 機械及び装置 ２～16年 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 
 

 (2) 無形固定資産 
  定額法を採用しており
ます。 

  なお、主な耐用年数
は、自社利用のソフトウ
ェア５年であります。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個

別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計
上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた

め、賞与支給見込額の当
中間会計期間負担額を計
上しております。 

 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
  従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた

め、賞与支給見込額の当
期負担額を計上しており
ます。 

 (3)    ― (3) 工場閉鎖損失引当金 
清水工場の精製糖設備

の操業停止(平成16年3月
末予定)に伴う損失に備
えるため、当中間会計期

間末において合理的に見
積られる額を計上してお
ります。 

 

(3)    ― 

 (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期
間末における退職給付債
務及び年金資産の額に基

づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して

おります。 
  なお、会計基準変更時
差異(642,847千円、うち

旧フジ製糖㈱分359,447
千円)については５年に
よる按分額を費用処理し

ております。 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期
間末における退職給付債
務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期
間末において発生してい
ると認められる額を計上

しております。 
  なお、会計基準変更時
差異(642,847千円)につ

いては５年による按分額
を費用処理しておりま
す。 

  また、数理上の差異に
ついては各期の発生時に
おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年
数(10年)による按分額を
それぞれ発生の翌期より

費用処理しております。 
 
 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ
る退職給付債務及び年金
資産の額に基づき、当期

末において発生している
と認められる額を計上し
ております。 

  なお、会計基準変更時
差異(642,847千円)につい
ては５年による均等額を

当該年数にわたって費用
処理しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 (追加情報) 
  当社の退職給付制度につ

いては、平成13年10月1日
付のフジ製糖株式会社との
合併以降、旧両社の制度を

統一するための見直し作業
を行い、平成15年3月1日付
で確定給付型の企業年金制

度(適格年金制度)として統
合いたしました。 

  これに伴い、退職給付引

当金は、従来簡便法(期末
日現在の責任準備金による
方法)により算定しており

ましたが、退職率等の基礎
率につき高い信頼性をもっ
て数理計算上の見積を行う

ことが可能になったため、
当期から原則法により算定
しております。この結果、

従来の方法によった場合に
比べ、退職給付費用が
56,672千円増加し，営業利

益、経常利益及び税引前当
期純利益は、54,418千円減
少しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員及び執行役員の退
職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計
上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員及び執行役員の退職
慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４ 外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して
おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決
算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５ リース取引の処
理方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって
おります。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっ
ております。なお、為替
予約等が付されている外
貨建金銭債権債務につい
ては、振当処理によって
おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

  ヘッジ手段…為替予約
取引及び
通貨オプ
ション取
引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

 イ.ヘッジ手段 
為替予約取引 
通貨オプション取引 

  ヘッジ対象 
   外貨建金銭債権債務 

外貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

  ヘッジ手段…為替予約
取引及び
通貨オプ
ション取
引 

   ヘッジ対象…外貨建金
銭債権債
務及び外
貨建予定
取引 

 ロ.ヘッジ手段 
金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 
   借入金の利息 

  ヘッジ対象…外貨建金
銭債権債
務及び外
貨建予定
取引 

 (3) ヘッジ方針 
  主として原料糖の輸入
取引に係る為替変動リス
クを回避するために、外
貨建金銭債権債務及び外
貨建予定取引の残高の範
囲以内でヘッジ取引を行
っております。 

  なお、投機目的のため
のデリバティブ取引は行
わない方針であります。 

(3) ヘッジ方針 
  原料糖の輸入取引に係
る為替変動リスクを回避
するために外貨建金銭債
権債務及び外貨建予定取
引の残高の範囲内で、ま
た、借入金の金利変動リ
スクを回避するために借
入金残高の範囲内で、そ
れぞれヘッジ取引を行っ
ております。 
なお、投資目的のデリ

バティブ取引は行わない
方針であります。 

(3) ヘッジ方針 
  主として原料糖の輸入
取引に係る為替変動リス
クを回避するために、外
貨建金銭債権債務及び外
貨建予定取引の残高の範
囲以内でヘッジ取引を行
っております。 

  なお、投機目的のため
のデリバティブ取引は行
わない方針であります。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方
法 

  ヘッジ有効性の判定
は、原則としてヘッジ開
始時から有効性判定時点
までの期間において、ヘ
ッジ対象の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動
の累計とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・
フロー変動の累計とを比
較し、両者の変動額等を
基礎として判断しており
ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税
の会計処理は税抜方式に
よっております。なお、
仮払消費税等及び仮受消
費税等はそれぞれ流動資
産の「その他」及び流動
負債の「その他」に含め
て表示しております。 

(1) 消費税等の会計処理 
同左 

(1) 消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税
の会計処理は税抜方式に
よっております。 

 (2) ― 

 

(2)    ― (2) 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計
基準 

  当期から｢自己株式及

び法定準備金の取崩等に
関する会計基準｣(企業会
計基準第1号)を適用して

おります。これに伴う当
期の損益に与える影響は
軽微であります。 

  なお、財務諸表等規則
の改正により、当期にお
ける貸借対照表の資本の

部については、改正後の
財務諸表等規則により作
成しております。 

 (3)    ― (3)    ― (3) 1株当たり当期純利益
に関する会計基準等 

  ｢1株当たり当期純利益

に関する会計基準等｣(企
業会計基準第2号)及び｢1
株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指
針｣(企業会計基準適用指
針第4号)が平成14年4月1

日以降開始する事業年度
に係る財務諸表から適用
されることになったこと

に伴い、当期から同会計
基準及び適用指針によっ
ております。 
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表示方法の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前中間会計期間において有形固定資産の「その他」
に含めて表示しておりました「土地」(前中間会計期

間末135,462千円)については、資産総額の100分の５
を超えたため、当中間会計期間から区分掲記しており
ます。 

― 
 

 

追加情報 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

(自己株式及び法定準備金取崩等会
計) 
 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計
基準」(企業会計基準第１号)を適用
しております。これによる当中間会

計期間の損益への影響は軽微であり
ます。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中
間貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 
 これに伴い、前中間会計期間にお
いて資産の部(流動資産「その他」

7,990千円)に計上していた自己株式
は、当中間会計期間末においては資
本の部の控除項目として資本の部の

末尾に表示しております。 

― ― 
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注 記 事 項 
 
中間貸借対照表関係 

前中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 

前事業年度末 
(平成15年3月31日現在) 

(1)有形固定資産の減価償却累計額 
5,776,757千円 

(2)担保に供している資産       
  投資有価証券       140,933千円 
  （上記に対応する債務） 

買掛金         ―  
 

(3)偶発債務 
 ①債務保証 
  次の関係会社について、金融機関か
らの借入れに対し債務保証を行ってお
ります。 

  太平洋製糖㈱   3,926,000千円 
  南栄糖業㈱     144,390千円 
 ②再保証 
  次の関係会社が負っている納税債務
に関して金融機関が行っている履行保
証に対し下記金額を上限として再保証
を行っております。 
 太平洋製糖㈱     100,000千円 

(1)有形固定資産の減価償却累計額 
5,921,701千円 

(2)担保に供している資産       
  投資有価証券       313,933千円 
  （上記に対応する債務） 
  長期借入金        100,000千円 

買掛金         ―  
(3)偶発債務 
 ①債務保証 
  次の関係会社について、金融機関か
らの借入れに対し債務保証を行ってお
ります。 

  太平洋製糖㈱   3,712,000千円 
  南栄糖業㈱     141,290千円 
 ②再保証 
  次の関係会社が負っている納税債務
に関して金融機関が行っている履行保
証に対し下記金額を上限として再保証
を行っております。 

  太平洋製糖㈱   100,000千円 

(1)有形固定資産の減価償却累計額 
5,841,488千円 

(2)担保に供している資産       
  投資有価証券    138,941千円 
  （上記に対応する債務） 

買掛金         ― 
 

(3)偶発債務 
 ①債務保証 
  次の関係会社について、金融機関か
らの借入れに対し債務保証を行ってお
ります。 

  太平洋製糖㈱   3,819,000千円 
  南栄糖業㈱     143,630千円 
 ②再保証 
  次の関係会社が負っている納税債務
に関して金融機関が行っている履行保
証に対し下記金額を上限として再保証
を行っております。 

  太平洋製糖㈱   100,000千円 
 

 
中間損益計算書関係 

前中間会計期間 
(自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年4月１日 
至 平成15年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年4月１日 
至 平成15年3月31日) 

(1)営業外収益のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 
受取配当金           21,033千円 

(2)営業外費用のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 

  為替差損       43,984千円 
(3)特別利益の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  投資有価証券償還益     1,317千円 
  貸倒引当金戻入益        905千円 
 
 
(4)特別損失の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  固定資産除却損           23,994千円 
  投資有価証券評価損       36,633 千円 
  過年度退職給付費用       64,284 千円 
  貸倒引当金繰入額         26,800千円 

(1)営業外収益のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 
受取配当金            25,994千円 

(2)営業外費用のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 

  為替差損       9,850千円 
(3)特別利益の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  固定資産売却益      11,869千円 
  投資有価証券売却益      912千円 
  関係会社株式売却益    32,372千円 
  貸倒引当金戻入益     78,930千円 
(4)特別損失の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  固定資産除却損            8,173千円 
  投資有価証券償還損        1,198千円 
  過年度退職給付費用       64,284 千円 
  工場閉鎖損失引当金繰入額 
                             822,362 千円 
  なお、工場閉鎖損失引当金繰入額は、
清水工場の精製糖設備の操業停止(平成
16年3月末予定)に伴うものであり、その
主なものは、中間連結損益計算書関係の
注記に記載のとおりであります。 

(1)営業外収益のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 
受取配当金      34,920千円 

(2)営業外費用のうちその他の主要項目
は次のとおりであります。 

  為替差損       35,538千円 
(3)特別利益の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  固定資産売却益              454千円 
  投資有価証券売却益      44,537千円 
  投資有価証券償還益     1,317千円 
  貸倒引当金戻入益         905千円 
(4)特別損失の主要項目は次のとおりであ
ります。 

  固定資産除却損           34,452千円 
  投資有価証券評価損      88,729千円 
  投資有価証券償還損       2,004千円 
  関係会社株式評価損      21,451千円 
  過年度退職給付費用     128,569千円 
  貸倒引当金繰入額         7,580千円 
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リース取引関係 

 

前中間会計期間 

(自 平成 14年 4月 1 日 
至 平成 14 年9月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 15年 4月 1 日 
至 平成 15 年9月 30 日) 

前 事 業 年 度 

(自 平成 14年 4月 1 日 
至 平成 15 年3月 31 日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 

その他 
機械及び装置  (有形固定資産)  合 計  

千円        千円       千円 

取得価額 

相 当 額 115,161    12,816    127,978 
 

減価償却 

累計額相当額   70,030     4,842     74,873  
 

中間期末 
残高相当額   45,130     7,973     53,104  
 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び中間期末残高相当額 
 
         その他 

機械及び装置  (有形固定資産)  合 計  

千円        千円       千円 

取得価額 

相 当 額 111,499    12,816    124,316 
 

減価償却 

累計額相当額   82,297     7,812     90,110  
 

中間期末 
残高相当額   29,202     5,003     34,206  
 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び期末残高相当額 
 

その他 
機械及び装置  (有形固定資産)  合 計 

千円        千円       千円 

取得価額 

相 当 額 115,161    12,816    127,978 
 

減価償却 

累計額相当額   77,995     6,327     84,322  
 
期末残高 
相 当 額   37,166     6,488     43,655  
 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

 
１年以内            19,510千円 
１ 年 超           36,985千円 

    合 計           56,496千円 

 2.未経過リース料中間期末残高相当額 

 
１年以内            20,163千円 
１ 年 超           16,821千円 

   合 計           36,985千円 

 

 

 

2.未経過リース料期末残高相当額 

 
１年以内            19,834千円 
１ 年 超           26,986千円 

    合 計           46,821千円 

 

 

 

3.支払リース料等 
支 払 リ ー ス 料    10,783千円 
減価償却費相当額     9,652千円

支払利息相当額   1,025千円 

 3.支払リース料等 
支 払 リ ー ス 料    10,539千円 
減価償却費相当額     9,449千円

支払利息相当額     704千円 

 

 

 

3.支払リース料等 
  支 払 リ ー ス 料    21,323千円 

減価償却費相当額     9,652千円

支払利息相当額   1,025千円 

 

 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。 

4.減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

4.減価償却費相当額の算定方法 

    同   左 

5.利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当
額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法によっておりま

す。 

5.利息相当額の算定方法 

同   左 

5.利息相当額の算定方法 

    同   左 
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有価証券関係 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものは、ありません。 

 

1株当たり情報 

前中間会計期間 
(自 平成14年4月 1 日 
 至 平成14年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年4月 1 日 
 至 平成15年3月31日) 

前 事 業 年 度 
(自 平成14年4月 1 日 
 至 平成15年3月31日) 

1株当たり純資産額    349.54円 

1株当たり中間純損失    1.71円 
（追加情報） 

 当中間会計期間から｢1 株当たり当期

純利益に関する会計基準｣(企業会計基
準第2号)及び｢1株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針｣(企業会計

基準適用指針第4号)を適用しておりま
す。なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適用

して算定した場合の１株当たり情報に
ついては、それぞれ以下のとおりとな

ります。また、前中間会計期間は、自

己株式を資産の部に計上しておりまし
たが、下記の１株当たり情報の算出に

当たり、自己株式を資本の控除項目と

するとともに自己株式数を控除してお
ります。 

前中間会計期間 前事業年度 

1 株当たり

純資産額 
343.37円 

1 株当たり

純資産額 
356.16円 

1株当たり 

中間純損失 
44.19円 

1株当たり 

中間純損失 
37.02円 

 

1株当たり純資産額    344.06円 

1株当たり中間純損失    12.34円 

1株当たり純資産額    348.20円 

1株当たり当期純損失    0.94円 
 

当事業年度から｢1 株当たり当期純利

益に関する会計基準｣(企業会計基準第
2 号)及び｢1 株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針｣(企業会計基

準適用指針第 4 号)を適用しておりま
す。なお、同会計基準及び適用指針を

前期に適用して算定した場合の 1 株当

たり情報については、以下のとおりと
なります。 

 

前期：1株当たり純資産額 356.16円 
   1株当たり当期純損失 37.02円 

(注)1.潜在株式調整後の1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.1 株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
         (単位：千円)  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

中間(当期)当期純損失(△) △50,476 △357,293 △19,799 
普通株式に帰属しない金額 
 利益処分による役員賞与金 

 
― 

 
― 

 
7,800 

普通株式に係る当期純損失(△) △50,476 △357,293 △27,599 
  期中平均株式数(千株) 29,443 28,959 29,301 

 

  

重要な後発事象 

 該当事項はありません。 


